企業 間 競争 が 激化 する 中 で . 製品 ・ サ ービス の 差別 性 を 生み 出す 人 間 の 創造 的 活動 が . 企 
業 の 持続 的 発展 を 左右 する よう に な っ て いる . 創造 的 活動 の 成果 で ある 知 的 資本 
(Intellectual Capital) は . 経営 資源 全体 に 占め る 比重 が 高まっ て お り ., 企業 内 で いか に 
知 的 資本 を 創造 . 活用 し て いく の か が 問わ れ て いる . 

本 章 は , ます 企業 の 経営 資源 と 知 的 財産 に つい て 概観 し た 上 で . 技術 経営 に お ける 研究 開 
発 投資 か ら 産 業 化 と いう 一連 の 事業 プロ セス に お いて . 知 的 財産 マネ ジメント が 果たす べき 
役割 に つい て 論じ る . 


I 本 第 9 章 知 了 肝 状 マ ネジ メン ト と 技術 綴 暫 語 


旬 基 は じ め に 

技術 経営 (MOT : Management of Technology) と は , 技術 を ベー ス と し て 事 
業 を 行う 研究 開発 型 企業 が , 組織 の 持続 的 発展 の た め に , 自社 の 技術 を 余す と 
ころ な く 事 業 成果 に 結び つけ , 企業 価値 を 創造 する こと で ある . この 技術 経 党 
を 実践 し て いく た め に 欠か せな い 要 素 が , 知 的 財産 (intellectual property) で 
ある . 

知 的 財産 と は 何 か . 知 的 財産 基本 法 (平成 14 年 法律 第 122 号 ) 第 2 条 に よる 
と , 「 発 明 , 考案 , 植物 の 新品 種 , 意匠 , 著作 物 そ の 他 の 人 間 の 創造 的 活動 に 
より 生み 出さ れる も の (発見 また は 解明 が され た 自然 の 法則 また は 現象 で あっ 
て , 産業 上 の 利用 可能 性 が ある も の を 含む ), 商標 , 商号 その 他 事 業 活 動 に 用 
いら れる 商品 また は 役務 を 表示 する も の お よび 営業 秘密 その 他 の 事業 活動 に 有 
用 な 技術 上 また は 営業 上 の 情報 ] と 定義 され て いる . 要約 する と , (1) 人 間 の 
創造 的 活動 に より 生み 出さ れる も の で , (2) 事業 活動 に 有用 な 技術 上 また は 営 
業 上 の 情報 と いう こと に な る . 

世界 的 な 企業 間 競 争 が 激化 する 中 で , 差別 性 の ある 製品 ・ サ ービス を 絶え 間 
な く 生 み 出 す 人 間 の 創造 的 活動 が . 研究 開発 型 企業 に お いて 生き 残り の カギ と 
な っ て いる . 製品 ・ サ ービス の 差別 性 を 考え 出す 創造 的 活動 . さら に は , その 
成果 で ある 知 的 財産 を 重視 し た 技術 経営 の 実践 が 不可 欠 で ある . 


5 企 業 の 経営 資源 と 知 的 財産 

企業 の 経営 資源 と いう と , 工場 . 本社 ビル , 資金 な ど “ 目 に みえ る " 資産 が 
まず 思い 浮か ぶ . し か し , 近年 , こう し た “ 目 に みえ る " 資産 より も , “ 目 に 
みえ な い " 資産 で ある 無形 資産 (intangibles) が , 企業 の 価値 を 大 きく 左右 す 
る よう に な っ て いる . 

無形 資産 と は , 物理 的 形態 また は 金融 商品 と し て の 形態 (株 券 また は 債券) 
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を 有 し な い 将 来 の ベ べ ネ フィ ッ ト に 対す る 請求 権 で あり . 無形 資産 , 知 的 資本 
(intellectual capital). 知識 資産 (knowledge assets) と いう 用 語 は , 相互 互換 的 
に 使用 きれ て いる (Lev. B. 2001 : 5). 本 章 で は , 物理 的 形態 また は 人 金融 商品 
と し て の 形態 を 有 し な い 将 来 の ベネ フィ ッ ト に 対す る 請求 権 に つい て , 「 知 的 
資本 ] と いう 用 語 で 統一 する . 

知 的 財産 は , 図表 9 - 1 の と お り , この 知 的 資本 の 主要 な 構成 要素 の ひと つ 
で ある . サリ バン (Sullivan. P. H. 2000) の 分 類 に よる と , 知 的 資本 は 人 的 資本 
や 知 的 資産 な ど で 構 成 さ きれ, 人 的 資本 と は , 経営 陣 と 従業 員 に よる 暗黙 の 知識 
すなわち , 経験 , ノウ ハウ , スキ ル , 創造 する 力 な ど , 知 的 資産 と は , プロ グ 
ラム , 発明 . プロ セス , デー タベース , 方 法論 , 文書 , 図面 、 デ ザイ ン な ど と 
きれる. さらに, 知 的 財産 は , 知 的 資産 の 内 特許 権 , 著作 権 , 商標 権 , 企業 
秘密 な ど 法 律 で 保護 され た も の と され る . 法律 で 保護 され た も の に つい て は ., 
知 的 財産 権 と いう こと も 多い が ., 本 章 で は , サリ バン (2000) に 従い , 「 知 的 財 
産 」 と いう 用 語 で 統一 する . 

企業 の 経営 資源 と し て 注目 され て いる 知 的 資本 (無形 資産 ) だ が , 有形 資産 


図表 9 一 1 知 的 資本 と その 主 な 構成 要素 


知 的 資本 

人 的 資本 | 知 的 資産 

プロ グラ ム 方 法論 

・ 発 明 文書 
・ 経 験 | 2 セス ・ 図 面 
フウ ハウ TR AAA 
・ ス キル 
・ 創 造 す る カ ーー 知 的 財産 


出所 ) Sullivan.P. HH (2000 : 18) 
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に 匹敵 , 企業 に よっ て は それ を 上 回 る 価値 が ある と の 推計 が ある . 経済 産業 省 
は , 株 式 時 価 維 額 と 負債 と の 合計 額 を 企業 の 市 場 価値 と し . この 市 場 価値 か ら 
有形 資産 を 差し 引い て , 知 的 資本 の 価値 を 推計 する 方 法 で , 東京 証券 取引 所 上 
場 企 業 の 知 的 資本 の 割合 を 推計 し て いる . 

それ に よる と , 2003 年 3 月 期 に お ける 知 的 資本 の 市 場 価値 総額 に 占め る 割 
合 は , 37.8% と いう 結果 と な っ た (経済 産業 省 . 2004 : 61). 株 式 市 場 が 低迷 し 
て いる 2003 年 3 月 期 に お いて きえ. 知 的 資本 は , 企業 の 全 経 営 資源 の 40% 近 
く を 占め て いる こと に な る . また , 有形 資産 と 比較 し て 株 式 時 価 総額 が 高い マ 
イク ロ ソ フト な どの TT 関連 企業 な ど に お いて は , 知 的 資本 が 全体 の 90% を 超 
える と ころ も ある . 

知 的 資本 (無形 資産 ) に つい て , レブ (2001) は , グロ ー バ リゼ ーション , 
規制 緩和 , 技術 革新 に よっ て 引き 起こ され る 企業 間 競 争 に 勝ち 抜く カギ で ある 
と し て , その 重要 性 を 指摘 し て いる (図表 9 - 2). 激化 する 企業 間 競 争 の 中 , 
企業 は イノベーション, 社外 化 , 情報 技術 の 積極 的 活用 な ど 抜 本 的 な 変革 が 
求め りら れ て お り , こう し た 競争 力 の 源泉 と し て , 大 きく 3 つの 「 知 的 資本 と そ 


図表 9 一 2 知 的 資本 が 注目 され る 背景 


激化 する 企業 間 競 争 
(グロ ー バ リゼ ーション , 規制 緩和 , 技術 革新 を 含む ) 


2 
企業 の 抜本 的 な 変革 
(イノ ベー ショ ン , 社外 化 , 情報 技術 の 重点 的 利用 を 重視 


1ー 


2 N 
イノ ベー ショ ン に 人 的 資源 に 関す る 組織 に 関す る 
関す る 知 的 資本 知 的 資本 知 的 資本 


出所 ) Lev.B. (2001 : 18) 
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の 創造 プロ セス 」 を あげ て いる . 

第 1 に , 研究 開発 投資 と その 結果 生み 出さ れ た 成果 物 が 法 的 に 保護 きれ た 形 
問 で ある 特許 権 ・ 営 業 秘密 ・ 著 作 権 な ど 技 術 革 新 に よっ て 生み 出 き れる 「 イ ノ 
ベー ショ ン に 関す る 知 的 資本 と その 創造 プロ セス ]」, 第 2 に, プラ ンド ・ 組 織 
構造 な ど プ ロ セ ス ・ 資 金 調達 ・ 願 客 開拓 と いっ た ネッ トワ ー ク な ど 組 織 形態 に 
よっ て 生み 出さ れる 「 組 織 に 関す る 知 的 資本 と その 創造 プロ セス 」, 最後 に . 
経営 陣 , 従業 員 な どの 人 的 資源 に よっ て 生み 出さ れる 戦略 ・ ス キル ・ オ ペレ ー 
ショ ンス キル ・ 能 力 ・ 意 欲 な ど 「 人 的 資源 に 関す る 知 的 資本 と その 創造 プロ セ 
ス 」 で ある . 

これ ら の 知 的 資本 と その 創造 プロ モス は , それ ぞ れ 技術 経営 の 実践 に お いて 
重視 すべ き 経営 課題 で ある が , 本 章 で は , これ ら 3 つの 内 「 イ ノ ベ ー シ ョ ン に 
関す る 知 的 資本 と その 創造 プロ セス 」, すなわち 知 的 財産 と 知 的 財産 創造 プロ 
セス に 焦点 を あて 論じ る . 


BD 研究 開発 投資 効率 の 低下 し た 90 年 代 の 日 本 企業 

知 的 財産 が 脚光 を 浴び て いる 原因 の ひと つ は , 日 本 企業 の 研究 開発 投資 効率 
低下 へ の 懸念 が ある . 図表 9 - 3 は , OECD 主要 諸国 に お ける 民間 企業 の 研 
完 開 発 投資 効率 を 比較 し た も の で ある . 横 軸 は , 民間 研究 開発 投資 の 対 売上 高 
比率 の 変化 を , 縦 軸 は , 多 要 素 生産 性 (MFP) の 変化 を 示し て いる . MFP 
(Multi Factor Productivity) と は , 経済 成長 の 要因 を 「 資 本 要因 」「 労 働 要因 」 
「 そ の 他 の 要因 ] に 分 けた 際 の 「 そ の 他 の 要因 ] の こと で , 経営 慣行 や 組織 の 
再編 , 財 や サー ビス の 生産 効率 の 改善 に 影響 を 受け る と され , イノ ベー ショ ン 
を 示す 指標 と ちい われ る . 

80 年 代 か ら 90 年 代 に か け て , 日 本 は , 売上 高 に 占め る 研究 開発 投資 比率 
を 伸ばし た に も か か わら ず , 経済 成長 に お ける 技術 進歩 等 の 頁 献 度 が 低下 し て 
いる . OECD 諸国 を みる と . 北欧 諸国 の フィ ン ラ ンド , スウ ェ ー デ ン は , 売 
上 高 に 占め る 研究 開発 投資 比率 . 経済 成長 に お ける 技術 進歩 等 の 貢献 度 共に 大 
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図表 9 一 3 民間 研究 開発 投資 と 経済 成長 (80 年 代 に 対す る 90 年 代 の 比較 ) 


15 T = 
0 “Finland 
3 | 4 *Denmark 5 
生 | United States No Canada ゃ Ireland Ao 
産 05 ト -- CEO AS NorWay __ .。 - ーー 
性 Netherlands New Zealand 
M 00 Italy | 
F *Germany < Belgium 

に | 1 ーーー き 
と -05 Austria France 
の 
変 -10|- ー ュ ーーーー ト ーーーー RR RA RE RI 
化 United Kingdom Spaim 

Japan 
ー ル ちり T 1 T 
ー0.4 =02 00 02 04 06 08 


民間 研究 開発 投資 の 対 売上 高 比率 の 変化 
出所 ) OECD (2001 : 54) 


きく 増加 アメリカ, ニュ ー ジ ー ラ ンド は , 売上 高 に 占め る 研究 開発 投資 比率 
は ほとん と 変わ ら な いも の の , 経済 成長 に お ける 技術 進歩 等 の 貢献 度 は 若干 増 
加 , ドイ ツ は , 売上 高 に 占め る 研究 開発 投資 比率 , 経済 成長 に お ける 技術 進歩 
等 の 頁 献 度 共 に 低下 させ て いる . 

ドイ ツ , 英国 の よう に , 売上 高 に 占め る 研究 開発 投資 比率 が 下がっ て いれ ば , 
経済 成長 に お ける 技術 進歩 等 の 貢献 度 が 下がっ て も 止む を 得 な い . し か し , 日 
本 は , 多額 の 研究 開発 費 を か け な が ら , 最終 的 な 価値 創造 に 結び つい て いな い 
の で ある . 


@D 技術 経営 に お ける 知 的 財産 の 役割 

技術 経営 に お いて , 知 的 財産 マネ ジメント の 果たす べき 役割 は いか な る も の 
で あろ うか . 知 的 財産 に つい て は . “創造 " “保護 "活用" の 知 的 財産 サイ ク 
ル の 好 循 環 を 形成 する こと の 重要 性 が 指摘 され て いる ( 知 的 財産 戦略 本 部 . 
2005 : 3). また , 知 的 財産 を 経営 に どの よう に 活用 する か に つい て , 岡田 
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(2003) は 知 的 財産 を 企業 戦略 な いし 研究 開発 力 の 枠 内 で と ら え , イノ ベー ショ 
ン 能 力 を 組織 に 埋め 込み 高め る 知識 経営 実践 の 重要 性 を 指摘 し て いる (岡田 , 
2003 : 26) . 

技術 経営 の 事業 段階 と “創造 "保護" “活用 " の 知 的 財産 サイ クル の 関係 を 
示し た も の が , 図表 9 - 4 で ある . 技術 経営 の 一 般 的 な 事業 段階 は , 研究 投資 
に 始ま り , 基礎 研究 , 製品 開発 , 事業 化 の 各 段階 を 経て , 最終 的 に は , 一 定規 
模 の 新た な 市 場 を 形成 する 産業 化 を めざす . 

産業 化 ま で の 段階 に つい て は さま ざま な 分 類 が 可能 で ある が , 本 章 で は , 研 
完 開 発 段階 と 事業 化 段階 の 2 つ に 分 け て 考え る . 研究 開発 段階 と は , 基礎 研究 
お よび その 成果 を も と に , 製品 に 作り 込む 段階 で , 知 的 財産 の 権利 化 前 を 基礎 
研究 段階 , 権利 化 後 を 製品 開発 段階 に 分 ける こと が で きる . また , 事業 化 段階 
と は , 製品 を 製造 し マー ケティング , 販売 を 行い , 一 定規 模 の 新た な 市 場 を 
形成 する まで の 段階 で ある . 知 的 財産 サイ クル に お ける “創造 " "保護" は 研 

開発 段階 に お ける 基礎 人 研究 段階 “活用” は 研究 開発 段階 の 製品 開発 段階 以 
隆 、 事業 化 段階 と な る 

図表 9 - 4 で が し た よう に , 2 つの 段階 に お いて は , それ ぞ れ 一 連 の 主 業 務 
が ある . 研究 開発 段階 に お いて は , 研究 シー ズ 発 掘 や 新 技術 開発 , 試作 品目 
か ら 最 終 的 な 製品 開発 , 事業 化 段階 に お いて は , 製造 マー ケティング , 販売, 
市 場 形成 な ど で あ る . 一 方 , こう し た 主 業務 を 側面 か ら サ ポー ト す る 支援 業務 
と し て , イン フラ 整備 や 人 事 マ ネジ メン ト , 知 的 財産 マネ ジメント な ど が ある . 
図表 9 - 4 を 人 矯 剛 す る と , 知 的 財産 マネ ジメント が 知 的 財産 部 門 に お いて の 
み 完 結 さ れる 業務 で は な く , 技術 経営 の 各 事 業 段階 に お いて , 主 業 務 と 密接 に 
連携 を 図る 必要 が ある こと が わか る . 知 的 財産 マネ ジメント は , 知 的 財産 の 
“創造 " “保護 "活用" と いう 孤立 サイ クル の 循環 だ け , すなわち 知 的 財産 部 
門 内 の 部 分 最適 を 目指 す だ け で は な く , 最終 的 な 産業 化 に 向け て , 技術 経営 戦 
略 と 萌 購 が な いよ う , 企業 と し て の 全体 最適 を 目指 す 必要 が ある . 

で は , 知 的 財産 マネ ジメント は 技術 経営 の 各 事業 段階 に お いて , いか な る 役 
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図表 9 一 4 技術 経営 の 事業 段階 と 知 的 財産 サイ クル 


イン フラ 整備 | 
人 事 
杉 リマ ネジ ラメ ント ! 
業 1 
務 
| H 
| . 研究 シリ ー ズ ・ 製造 
ま 全 和 シリ ー ズ | 試作 唱 開発 マーケ ティ ング 
上 - 新 技術 開発 | 上 発 | 友人 


研究 開発 段階 事業 化 段階 事業 段階 
(基礎 研究 ) (製品 開発 ) 


割 を 果たす べき か . さま ざま な 役割 が あろ う が , 本 章 で は , 研究 開発 段階 に お 
ける “研究 開発 効率 向上 "と 事業 化 段階 に お ける “権利 化 に よる 市 場 コ ント 
ロー ル ” と いう 2 つの 役割 に つい て 取り 上 げ る . 


9 研究 開発 効率 向上 

研究 開発 段階 に お いて 知 的 財産 マネ ジメント が 上 果たし うる 役割 の ひと つと し 
て , “研究 開発 効率 向上 ": が あろ う . 具体 的 に は , (1) 権利 侵害 に よる 損害 賠 
償 請 求 等 の リス ク 回 避 や . (2) 自社 の 強み ・ 弱 み 分 析 . (3) 最終 市 場 ニ ー ズ 分 
析 等 を あげ る こと が で きる . 

まず , 研究 開発 段階 に お ける 知 的 財産 マネ ジメント を 概観 する . 研究 開発 段 
階 に お いて . 知 的 財産 部 門 は , 知 的 財産 の “保護 " “活用 " 方 法 を 検討 する . 
図表 9-- 5 の と お り , 知 的 財産 は . まず , 権利 化す べき か どう か を 判断 する 必 
要 が ある . これ は , 知 的 財産 を 活用 し た 製品 が 市 場 に 出回る こと に よっ て , そ 
の 技術 の 内 容 が どの 程度 . 競合 に 知ら れ て し まう の か の 判断 に よる . 営業 秘密 
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図表 9gー5 知 的 財産 の "保護 " “活用 " プロ セス 


知 的 財産 


] 


営業 秘 徐 


自社 に よる ライ セン シン グ 
独占 的 利用 


| = 
クロ ス 一 方 的 な 
ジイ 6 センシング = 


0 MM | 


と し て 社内 で 管理 する こと も 可能 で . すべ て を 権利 化す る 必要 は な い . また , 
権利 化 後 は 自社 に よる 独占 的 利用 に する の か , ライ セン シン グ に する の か , ま 
た ライ セン シン グ に つい て は , 一 方 的 ライ セン シン グ か , クロ スラ イセ ン シ ン 
グ か と いう 2 選択肢 が ある 

知 的 財産 マネ ジメント は , どの 知 的 財産 を も と に 製品 化し . どの 知 的 財産 を 
ライ セン シン グ す る の か な ど 技 術 経営 全体 の 戦略 的 方 針 決定 に 不可 欠 な 情報 を 
提供 する . 数 ある 知 的 財産 か ら , 自社 に よる 独占 的 利用 に 資す る 知 的 財産 を 選 
び 出 す に 際 し て , 知 的 財産 部 門 は 重要 な 情報 提供 者 と な る . この た め , 知 的 財 
産 部 門 は , 全 世 界 の 知 的 財産 ・ 技 術 動向 を 徹底 的 に 調査 し , 自社 や 競合 の 知 的 
財産 ・ 技 術 動向 を 検討 する . その 上 で , 自社 の 強 み ・ 員 み , 最終 市 場 ニ ー ズ や 
リス ク 有 要因 を 分 析 す る . た だ , こう し た 情報 が 技術 経営 の 意思 決定 に お いて 活 
か され る た め に は , 知 的 財産 部 門 は 経営 トッ プ と 近い 立場 に いる 必要 が ある 
知 的 財産 ・ 技 術 動向 調査 は . まず , さま ざま な リス ク 回 避 に 真 献 す る . た と 
えば , 「 自 社 で 多額 の 資金 を 投入 し て 獲得 し た 基礎 研究 の 成果 が , 他社 に よっ 
て すでに 知 的 財産 と し て 権利 化 き れ て いる 」 と いっ た 無駄 な 基礎 研究 投資 を 行 
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う リ スク の 回 避 や , 「 開 発し た 製品 が 他社 の 知 的 財産 を 侵害 し て いる こと を 知 
ら ず に 販売 し , 後 か ら 損害 賠償 請求 きれ る ] と いっ た 損害 賠償 リス ク を 回 避 す 
る こと に つなが る . 

次 に , 知 的 財産 ・ 技 術 動向 調査 は , 自社 と 競合 の 知 的 財産 ・ 技 術 動向 か ら , 
自社 の 強み と 能 み を 認識 で きる . 知 的 財産 ・ 技 術 面 で 自社 の 弱い 領域 に つい て 
は , 将来 の 収益 性 も 低い と 考え られ ., 研究 開発 投資 を 抑制 する . また , 自社 の 
強い 領域 に お いて , 知 的 財産 ・ 技 術 動向 を 見 きわ め な が ら 逆 に 研究 開発 を 強化 
する な ど , 研究 開発 案件 の “選択 と 集中 " が 可能 と な る . 大 手 精密 機器 メー 
カー・ キ ヤノ ン な ど 知 的 財産 に 力 を 入れ て いる 企業 に お いて は ., 特定 の 分 野 に 
お いて 知 的 財産 の 権利 化 を 集中 きせ , 他 を 潜 坊 する 優位 性 を 確立 し (経済 産業 
省 , 2003 : 20), 研究 開発 効率 向上 を 実現 し て いる . 

最後 に , 知 的 財産 ・ 技 術 動向 調査 に よっ て , 自社 が 目指 すべ き 最終 製品 市 場 
ニー ズ を 分 析 す る こと が で きる . 最終 市 場 ニ ーー ズ に 基づき 強化 すべ き 研 究 開発 
分 野 を 新た に 設定 し , 重点 的 な 研究 開発 を 行う こと が 可能 で ある . こう し た 点 
に お いて , 知 的 財産 ・ 技 術 動向 は , 最終 製品 市 場 ニ ー ズ を 喘 し 出す いわ ば 代理 
変数 と 考え る こと が で きる 。. 

最終 市 場 ニ ー ズ を 明確 化 ・ 共 有 化 し た 上 で の 研究 開発 は , 技術 経営 の 重要 な 
要素 で ある . 図表 9 - 6 は , 知 的 財産 を ベー ス と し た 事業 を 行う 研究 開発 型 中 
小 ・ ベ ンチ ャ ー 企 業 を 対象 と し て , 事業 化 段階 ご と の 経営 状況 と 主要 な 技術 経 
営 の 取り 組み と の 相関 を 示し た も の で ある . 技術 経営 の 取り 組み に つい て は ., 
市 場 ニ ー ズ を 文章 や チャ ー ト な ど で 明 確 に 示し , 社内 で 共有 化す る 「 市 場 ニー 
ズ の 明確 化 お よび 社内 共有 」「 知 的 財産 重視 ]「 トップ ダウ ン 経 営 」「 事 業 化 ま 
で の 指針 と な る 独自 の ロー ド マ ッ プ 作 成 ]「 ス ピー ド 重 視 経営 |] の 5 つ , また , 
事業 化 段階 に つい て は , 各 段 階 の 経営 状況 に つい て の それ ぞ れ の 企業 の 評価 で 
ある . 

基礎 研究 , 製品 開発 が 順調 な 企業 は . 「 市 場 ニ ー ズ の 明確 化 お よび 共有 化 」 
に 向け た 取り 組み に 力 を 入れ て いる こと が , 図表 9 - 6 か ら わ か る . 知 的 財 
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図表 9 一 6 事業 段階 の 経営 状況 と 主要 な 技術 経営 の 相関 
0 きき 研究 開発 段階 Re 
ーー | 夫 本 守 押 品 人 事業 化 胡 陸 
市 場 ニ ー ズ ee Te 
明確 化 ・ 共 有 化 0364 0291 0237 
知 財 重 視 レベ ル 0221 004 0137 
トッ プ ダ ウン 経営 0249 0379"* 0027| 
ロー ド マ ッ プ 0175 012 0247 
0256 0.156 - 0006 
備考 ) ***19%6 水準 で 有意 (両側 ), **5% 水準 で 有意 (両側 )、* 10% 水準 で 有意 (両側 ) N = 47 
出所 ) 桐 畑 再 也 (2005 : 30) を 一 部 省略 加筆 し て 再 作成 
産 ・ 技 術 動向 は , 最終 市 場 ニ ーー ズ を 分 析 す る た め の 貴 重 な 情報 ソー ス で あり , 


有効 に 活用 する こと で , 研究 開発 投資 効率 性 向上 , 最終 的 な 企業 価値 増大 に 寄 
与 する . 


9 権利 化 に よる 市 場 コ ント ロー ル 

事業 化 段階 に お いて 知 的 財産 マネ ジメント が 果たし うる 大 き な 役 割 の ひと つ 
と し て , 権利 化 に よる 市 場 コ ント ロー ル が あろ う . 知 的 財産 に よる 独占 排他 権 
は , 有力 な 武器 で ある . この 武器 を 使っ て 自社 の 市 場 シ ェ ア を 維持 し , 他社 に 
よる 技術 の 模 僚 ・ 座 用 な ど を 管理 する こと が で きる . 事業 化 段階 は 出来 上 
が っ た 製品 を 製造 , 販売 し , 一 定規 模 の 新た な 市 場 を 形成 する まで の 段階 で あ 
る が , ここ で は , 主 業務 の ひと つ で ある 技術 マー ケティング に お ける 知 的 財産 
マネ ジメント の 役割 に つい て 論じ る . 

まず , 技術 マー ケティング の 特徴 を 概観 する . ロジ ャ ー ス (Rogers, E.M. 
1962) は , 新しい 製品 の 普及 過程 を 社会 的 な 視点 か ら 分 析 し , イノ ベー ショ ン 
の 普及 モデ ル を 論じ てい る. 導入 か ら 普 及 ま で の 過程 が , 新 技術 に 基づく 製品 
を 求め る 革新 者 (innovators), 新 製品 が も つ 利 点 を 積極 的 に 理解 し 採用 する 初 
期 採用 者 (early adopter), 価格 と 品質 の バラ ンス を 重視 する 前 期 多 数 派 (early 
majority), 皆 が 使用 する こと で 安心 し て 採用 する 後期 多数 派 (ater majority), 
そし て 保守 的 停 溢 者 (aggards) の 5 つ に 分 け て いる . 
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図表 9 一 ア イノ ベー ショ ン の 採用 時 期 に 基づく 採用 者 の カテ ゴリ ー 化 


出所 ) Mioore.G. A. (1991 : 17) 


ムー ア (Moore, G. A., 1991) は , この 内 , 初期 採用 者 と 前 期 多 数 派 の 間 に は 
大 き な 溝 が あり , この 港 を キャ ズム (chasm) と よぶ と と も に , キャ ズム に 陥 
ら な いた め に は 製品 中 心 の 価値 観 の 転換 が 必要 で ある と 指摘 し て いる (図表 9 
- の. 

ムー ア (Moore, 1991) は , キャ ズム を 越え る こと が で き な か っ た 失敗 事例 と 
し て , 1980 年 代 に お ける 人 工 知能 技術 を 例 に 挙げ ば て いる . 人 工 知能 技術 は , 
初期 採用 者 に 強力 に 支持 きれ た に も か か わら ず , 前 期 多 数 派 の 支持 を 得る こと 
が で き な か っ た . その 背景 に は , 人 工 知能 技術 を 稼動 させ る た め の ハ ー ド ウェ 
ア に 対す る サポ ー ト の 不足 , 既存 の シス テム に イン テグ レー ト さ せる た め の ス 
キル の 欠如 , 確立 され た デザ イン 方 法論 の 欠如 な ど が ある と され , 製品 中 心 の 
価値 観 の 転換 が 課題 で あっ た と 指摘 する . 

技術 マー ケティング の 一 般 的 流れ は , まず 比較 的 新た な も の を 受け 入れ る 革 
新 者 , 初期 採用 者 に アプ ロー チ し , これ ら の セグ メン ト の 一 定 の 評価 を 得 な が 
ら , 前 期 多数 派 , 後期 多数 派 へ の 浸 矢 を 図る と いう も の で ある . 

し か し , 革新 者 , 初期 採用 者 へ の 普及 に お いて , 知 的 財産 の 権利 化 が 寄与 す 
る こと は ほとん ど な い . 革新 者 , 初期 採用 者 は , 技術 それ 自体 に 興味 と 関心 が 
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あり , 知 的 財産 が 権利 化 き れ て いる 製品 と いう 理由 で 購入 する わけ で は な い . 

知 的 財産 の 権利 化 が , 技術 マー ケティング に お いて 力 を 発揮 する の は , 前 期 
多数 派 以降 , すなわち 一 定 程度 の 市 場 規模 が 見 込め る 段階 以降 で ある . 知 的 財 
産 に よっ て , 競合 の 市 場 参 入 を 阻む こと が で きれ ば , 市 場 シェ ア の 確保 と いう 
点 で 武器 と な る . また , 競争 の 激化 に よる 価格 の 下落 を 未然 に 防ぐ こと も で き , 
知 的 財産 は 価格 の コン トロ ー ル の 役割 も 果たす . 

し か し , ムー ア (1991) が 初期 採用 者 と 前 期 多 数 派 の 間 の 薄 を キャ ズム と よ 
び , 製品 中 心 の 価値 観 の 転換 を 指摘 する よう に , 前 期 多 数 派 へ の 浸透 の た め に 
は , 製品 の 技術 力 と いう 要素 だ け で は な く ,. きま ざま な サポ ー ト , 関連 製品 の 
充実 な ど が 求め られ る . また ., 市 場 シ ェ ア の 一 部 を 譲る こと に な る 他社 へ の ラ 
イセ ン シ ン グ な ど , まず 市 場 自 体 の 拡大 を 優先 する こと を 検討 する 必要 も ある . 
いく ら 知 的 財産 を 権利 化し て いて も , 市 場 の 広がり が な けれ ば , そもそも 参入 
障壁 を 構築 する 意味 が な い . “市 場 の 育成 ′ か “権利 化 に よる 市 場 コ ント ロー 
ル " な の か , 戦略 的 な 意思 決定 が 必要 で ある . 

知 的 財産 に よる 市 場 の 独占 を 重視 する の か , 他 者 に ライ セン シン グ を 行い , 
市 場 自体 の 育成 ・ 拡 大 を 優先 し , 最終 的 に 自社 の 利益 最大 化 を 目指 す の か . 知 
的 財産 マネ ジメント は , 技術 経営 戦略 に 組み 込み , 企業 と し て 全体 最適 を 目指 
す 必 要 が ある . 


研究 開発 投資 を 確実 に 企業 価値 に 結び つけ て いく た め に は , 知 的 財産 お よび 
その 創造 プロ セ モス を 意識 し た 技術 経営 が 求め られ る . 本 章 で は , 知 的 財産 マネ 
ジメント を 技術 経営 戦略 に 組み 込み , 有効 に 機能 きせ る こと の 重要 性 を 指摘 す 
る と と も に , 技術 経営 に お いて 知 的 財産 マネ ジメント が 果たす べき 役割 と し て , 
研究 開発 段階 に お ける “研究 開発 効率 向上 "と 事業 化 段階 に お ける “権利 化 に 
よる 市 場 コ ント ロー ル " を 論じ た . 

知 的 財産 マネ ジメント は , きわ め て 専門 的 か つ 多 岐 に わた っ て いる た め に , 
し ば し ば 細部 に と ら わ れ が ち で ある . し か し , 知 的 財産 部 門 に あっ て は , 自社 
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の 技術 経営 の 戦略 的 方 向 性 を 掌握 し た 上 で , 経営 トッ プ へ の 情報 提供 は も ちろ 
ん , 各 事 業 段 階 の 主 業務 部 門 と 継続 的 。 か つ 密 接 な 連携 が 求め られ る . 一 方 , 
企業 の 経営 トッ プ は , 知 的 財産 マネ ジメント を 単なる 支援 業務 と と ら え ず , 技 
術 経営 の 遂行 に お いて 知 的 財産 の 観点 を 積極 的 に 取り 込み . 有効 に 機能 きせ て 
いく こと が 必要 で ある . 

知 的 財産 部 門 と 経営 トッ プ が より 近い 存在 で ある こと は も ちろ ん , 知 的 財産 
部 門 と 研究 開発 , マー ケティング な どの 各部 門 が 垣根 を 越え て , 密接 な 関係 を 
築け る よう な 組織 整備 が 求め られ る . 知 的 財産 を 新た な 突破 口 に , 自社 の 技術 
経営 を 抜本 的 に 見 直し 再 構築 する こと は , 企業 価値 増大 に 向け た 有効 な 手法 の 
ひと つ で あろ う . 


演 ・ 習 ・ 問 ・ 是 


問 1 知 的 財産 と は 何 か .「 知 的 資本 ] 「 知 的 資産 」 の 2 つの 用 語 を 使用 し て 説明 し な さい . 
問 2 技術 経営 に お いて , 知 的 財産 が 果たし うる 役割 に つい て 論じ な さい . 
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